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研究成果の概要（和文）：DV の被害当事者の生活再建上の困難性と、自立支援策に関する

ニーズを当事者と支援側の両方から把握するために、DV 被害当事者、民間シェルターの

ヒアリング、DV 防止法による基本計画のまとめの分析を行った。さらに、国内の DV 施

策を概観、比較検討するために、DV シェルターの先進的モデルと思われるデンマークを

訪問調査した。 

基本計画の分析では、各都道府県のほとんどが第 2 次計画に入り、実施されているとこ
ろで、第 3 次の基本計画を策定中のところも多い。分析についてはさらに進めることが今
後の課題である。 

DV 被害当事者のヒアリングでは、入所施設(母子生活支援施設の入所経験者)に相談員の
存在による安心感が回復の度合いや就労自立支援に、一定度の効果があることがうかがえ
た。地域生活を行っている当事者へのリングでは、生活はすでに自立し安定したと思われ
がちであるが、精神面については、長期又は一定期間経過後に突発的に症状が現れ、その
後の生活に予想もしない障害となるケースが存在した。 

民間シェルターのヒアリングでは、保護に至るまでにはその地域性により、個人情報が
守られにくいところもあり、その市町村の生活保護やの運用の違いや、施設数（民間シェ
ルターや母子生活支援施設の数）にもよって、生活保護による住所設定か、施設入所への
違いなどがみられ、地域間の差がみられた。 

デンマーク調査では、デンマークのシェルター(危機センター)のほとんどが所在地を公
開していること、日本では支援の対象外とされがちな子どもへのケアを重視していたこと、
警察との連携が密接であることなど、日本が学びうるべき実践が多くみられた。 
DV 防止法は画期的な運動のなかで成立したが、政策範疇という点でみれば、限定した対
象者のみであり、支援の対象とならない不可視の人も存在している。そのような人びとへ
の対応が今後の課題となろう。 
 
研究成果の概要（英文）：In order to understand and support from both the party side and the 

difficulty of life of the party on the reconstruction of damage DV, the needs for self-support 

measures, analysis of the Basic Plan Summary of hearing damage party DV, private shelter, 

by DV Prevention Law was carried out. Furthermore, in order to overview the DV domestic 

measures, and comparison, a visit to Denmark was investigated seems to be an advanced 

model of the DV shelter. 

The analysis of the basic plan, each prefecture where most of the second to enter the plan, 

have been carried out, there are many places in the basic plan of the third. Analysis can 

proceed further is a key issue in the future. 

Hearing of the parties in DV victims, it is the degree of recovery and work to support 

independence, there is an effect of a certain degree of sense of security due to the presence 

of counselors to facility placement (the placement of maternal and child living support 

facilities) was underpinning. There is a tendency to think in the ring to the parties are 

doing the community life, and stable life is independent already, about the mental, 
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symptoms appeared suddenly after a certain period of time or long-term, expected in later 

life case and if there was no failure. 

In the hearing of the shelter the private sector, may place leading up to protection by 

their regional, personal information is not easily observed, and the difference of the 

operation of protection and the life of that city, of the maternal and child living support 

facility number and facility shelter (private by even) number, or address set by welfare, and 

to differences in institutionalization was observed, differences between regions were 

observed. 

The survey Denmark, that most of the (crisis center) has been published by the location 

in Japan, that was the emphasis on care to the children tend to be beyond the scope of the 

assistance,  

cooperation with police is close shelter of Denmark such that, should sell the Japanese 

practice has seen a lot to learn. 

In Japan, DV Prevention Law was enacted, but among the revolutionary movement, if 

you look in terms of policy categories, there is only limited to participants who are also 

present invisible people that do not qualify for assistance. Responding to such people will 

be a challenge for the future. 
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１．研究開始当初の背景 

 本研究の背景は以下のようなことに基づ
く。これまで DV 被害者の多くは、子どもを
伴って非難してくる事実上の母子であり、夫
からの暴力が原因で離婚する母子世帯は増
加傾向にある（『平成 13 年国民生活白書』）。
一般の母子世帯を対象とした施策において
も、「母子世帯の母の就業に関する特別措置
法」(2003 年)の施行や、生活保護政策におけ
る自立支援プログラムの導入といったよう
に、社会福祉施策の全体の流れは、就労支援
を中心とした自立支援の方向に向かってい
た。DV 被害者に対しても例外ではなく、「配
偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に
関する法律」（以下、DV 防止法）は、2001

年 10 月の成立以降、2007 年に 2 度目の改正
が行われ、国および地方公共団体の責務とし
て、「被害者の自立支援と、適切な保護を図
る責務を有する」と明記され、「保護」中心
施策から、DV 被害者の自立支援策が協調さ
れるようになってきた。 

また、国は「基本方針」を策定し、都道府
県に対しては「基本計画」の策定を義務付け、
市町村には努力義務とした。2008 年現在 45

都道府県、3 市町村が策定済であった。 

徐々に DV に関する社会的認知も広まりつ
つあったが、被害者の生活再建・回復への支
援は社会制度としては、依然として不十分で
あった。DV 被害者は加害者から避難してき
た等、特殊な事情をかかえ、被害者でありな
がらも自分自身を徹底して身を隠さなけれ
ばならないという状況がある。通常の日常生
活における、住居、社会保障制度、銀行取引、
電話・郵便等の通信手段等、極度に制限しな
ければならないといったことがある。そのよ
うな状況は、避難当初だけでなく生活を再建
した後も長期にわたって続く。 

 一方で直接的な支援の現場である民間シ
ェルターは、DV 防止法制定以降、公的な一
時保護施設の不足のなか、行政から委託を受
け、緊急一時保護としての重要な役割を担っ
ている。しかしながら、被害当事者の安全を



守りながら相談から自立までの多様な支援
と責任を求められる一方で、財政や安全確保
などの問題を抱えつつ、日々の現場の支援の
なかで、被害者の入所から退所あるいはアフ
ターフォローなどにおいて、被害当事者にお
けるさまざまな困難や制度矛盾を感じ、ジレ
ンマを経験している。 

 

２．研究の目的 

 本研究はドメスティックバイオレンスの
被害者の生活再建のあり方と自立支援施策
に関する研究である。なかでも、緊急一時保
護施設の多くを担っている民間シェルター
に保護された DV 被害者の生活再建と自立支
援策に焦点をあてる。 

 本研究の目的は、民間シェルターの元入所
者へのインタビュー調査と民間シェルター
への調査を行い、DV の被害当事者の生活再
建上の困難性と、自立支援策に関するニーズ
を当事者と支援側の両方から把握すること
である。それらをふまえて、周辺制度の諸問
題や、困難性、再び地域コミュニティへ参入
する場合の自立支援策のあり方と課題を析
出する。 

 

３．研究の方法 

 研究目的に即し、DV 被害者へのインタビ
ュー調査と、民間シェルターへのアンケート
調査を重層的に実施することで、当事者のニ
ーズと問題の所在を探索し、DV 被害者への
施策のなかで、DV 被害者への生活再建と自
立支援策や福祉絵的な援助という文脈にお
いて、相互に補完し合う可能性を見出す。 
 
(1) DV 被害当事者へのインタビュー調査 

DV 被害当事者へのインタビューにおい
ては、かつて民間シェルター利用者であった
元ＤＶ被害者から聞き取りを行い、その内容
から生活支援過程における阻害要因や要望
などを抽出・分析した。 

 
(2) 民間シェルターへの調査 

民間シェルターの聞き取りにおいては、と
くに特徴的な取り組みを行っているところ
に焦点をあてた。 

 
(3)デンマーク訪問調査 

また、研究のプロセスから、DV 施策の先
進事例と思われるデンマークを訪問調査し
た。同国のシェルターを聞き取り調査し、日
本の DV 施策のモデルとなりうる実践事例
の知見を得た。 
 
４．研究成果 
(1) DV 被害当事者へのヒアリング  

DV 被害当事者へのヒアリングでは、入所
施設(母子生活支援施設の入所経験者)に相

談員の存在による安心感が回復の度合いや
就労自立支援に、一定度の効果があることが
うかがえた。 
 また、地域生活を行っている当事者へのヒ
アリングでは、生活基盤はすでに自立し安定
した生活と思われがちであるが、精神面につ
いては、長期または一定期間経過後に突発的
に症状が現れ、その後の生活に予想もしない
障害となるケースが存在した。 
 
(2)民間シェルターへのヒアリング 
 地方を中心に民間シェルターと関係団体
のヒアリングを行った。民間シェルターのヒ
アリング先は、地方都市であるＮ市のシェル
ター、全国ネットワークの事務局を兼ね持つ
政令指定都市のＳ市のシェルター、また、こ
れからシェルターの設立にむけ試行段階で
あるＦ市の任意団体を選定し、訪問ヒアリン
グを行った。あわせて、一時保護委託を受け
ているＤ市の婦人保護施設へのヒアリング
を行った。さらに、保護命令の割合が全国一
高いＯ県の男女共同参画課へのヒアリング
も行った。 

地域的な特徴や文化的背景が、支援の特徴
として浮かび上がった。Ｓ市のシェルターで
は、所轄の都道府県が広域であるために他の
シェルターとも連携を保ちつつ、行政からの
相談事業も行っていた。Ｎ市では小規模なが
らも、地元の不動産業などと連携をもち、民
間独自の小回りのきいた支援がなされてい
た。Ｆ市については、民間のシェルターがな
く、女性相談を継続しながらシェルターを試
験的に立ち上げた団体にヒアリングを行っ
た。ヒアリングによれば、地域的な慣習や強
い家族意識のなかで、危機的な女性たちは避
難という解決法ではなく家族再生の解決策
を望む傾向があるとのことであった。また、
Ｆ市では都市部に比べ比較的個別住宅が多
いという住宅事情の違いも、問題を不可視化
していることが明らかになった。 

Ｏ県は、民間のＤＶの支援団体がなく、ま
た地域の構造的な特徴として一時保護施設
も多くないために、避難というよりも加害者
を遠ざける支援に重点が置かれていた。その
ことが保護命令件数が高いことにつながっ
ていた。 

都市部にあるＩシェルターのヒアリング
では特徴的な取り組みとして、ＤＶ防止法の
対象になる女性のみならず、外国人女性や、
子ども(おもに息子)からの暴力、同性愛者か
らの受け入れの実績もあり、女性個人として
の受け入れを行っているということがあっ
た。 
 総じて、保護に至るまでにはその地域性に
より、個人情報が守られにくいところもあり、
その市町村の生活保護やの運用の違いや、施
設数（民間シェルターや母子生活支援施設の



数）にもよって、生活保護による住所設定か、
施設入所への違いなどがみられ、地域間の差
がみられた。 
 全国シェルターネットワークとしては、Ｄ
Ｖ防止法の法改正に向けて、全国の現場から
の意見を取りまとめ、制度の改善を要請する
などの活動も行っており、政策提言などは民
間主導の側面が強いと推測された。 
 
(3)デンマーク調査 

国内のＤＶ施策を概観、比較検討するため
に、ＤＶシェルターの先進的モデルと思われ
るデンマークを訪問調査した。 

デンマーク調査では、デンマークのシェル
ター(危機センター)のほとんどが所在地を
公開していること、日本では支援の対象外と
されがちな子どもへのケアを重視していた
こと、警察との連携が密接であることなど、
日本が学びうるべき実践が多くみられた。 

 
(4)課題 

基本計画はほとんどの都道府県が第 2次計
画を策定・実施中であり、第 3時に向けて改
定作業を行っているところであるため、今後
の変化をみていきたい。DV 防止法は画期的な
運動のなかで成立したが、政策範疇という点
でみれば、限定した対象者のみであり、支援
の対象とならない不可視の人も存在してい
る。そのような人びとへの対応が今後の課題
となろう。 
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